以下の①から⑤の新聞記事の中から二つを選び、それぞれ次の点につき答えなさい。

　１．記事において問題となっている労働法上の論点

　２．その論点の前提となる法状況の説明

　３．その論点に関する諸説

　４．その論点に関する自らの見解

	注意：1.いずれの新聞記事を選択したのかを明記すること。                                        

　　　　2.二題の解答がないと解答とは認めない。一題の解答のみではそもそも解答とは扱わない。  

      　3.二題の解答の順序は問わない。                                                      

　　　　4.出題への解答に直接関係のない事項を記入した場合には、答案を無効と扱う。            

      　5.二題の各々につき設問１～４のいずれに対する解答であるかを明記すること。

      　6.採点基準（各問５０点満点、合計１００点満点で採点する）                            

       　 a)設問の１．から４．の項目毎に、基本的には○△Ｘの三段階評価を行う。              

        　b)○は必要なことが述べられている場合につけ、１０点。                              

　　　　　　△は不十分にしか述べられていない場合につけ、５点。                              

　　　　　　Ｘは何も述べられていない場合、ないし関係ないことを述べている場合で、０点。      

　　　　　c)さらに、独創的な考えがみられた場合には、各問共に10点の範囲で追加点をつける。  


①投書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2005年03月05日より
春闘のシーズン。景気回復の兆しなどと言われても、ベアを放棄する労働組合に期待はできないでしょう。それなのに労働組合費が高いのです。毎月の給与明細を見て、住民税よりも所得税よりも高く、雇用保険の２倍以上もする組合費に「何とかならないのか」と思う労働者は多いと思います。給与は減ってゆく一方でも、組合費を取られます。賃上げがあった時代でも、メリットなどありません。できることなら組合員を辞めたいのですが、ユニオンショップ制度があるため、それもできません。数千円もお金を払うのに、選択の自由がないなんておかしくないですか？

②鞍手町事件                                                               朝日新聞2004年01月21日より
 　組合活動に小学校の部屋を使わせなかったのは団結権の侵害で違法として、福岡県教組鞍手直方支部（梶原正実支部長）が同県鞍手町に５０万円の損害賠償を求めた訴訟の控訴審判決が２０日、福岡高裁であった。判決によると、同支部は００年１１月、同町立剣南小学校の非組合員に加入を呼びかける会議を開くため、同小学校の部屋の使用許可を校長に申請。しかし、校長は「勧誘対象者が動揺し、教育に支障が出る」などとして許可しなかった。

③小野田市事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2004年01月21日より
　１８日に投開票された宇部・小野田地区２市２町の法定合併協議会（法定協）設置の是非を問う住民投票をめぐり、小野田市の管理職職員組合（委員長・野村宗司経済部長、６９人）がメールによって反対票を投じるよう呼びかけていたことが２０日、分かった。同組合は地方公務員法に基づく組織で、部課長らが加入している。今月９日の昼休み中に開いた執行委員会で、住民投票で反対票を投じることなどを決議。午後の業務時間に、決議内容と組合員の家族や親類にも協力を求めるよう呼びかけるメールを作成、送信した。メールは私物のパソコンから外部の電話回線を利用して管理職職員組合員全員あてに送信した。

④エクソンモービル事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2005年06月25日より
　名古屋市港区のエクソンモービル名古屋油槽所で０３年８月、作業員６人が死亡した火災で、団体交渉で会社側が事故経過を明らかにしないのは労働組合法の不当労働行為にあたるとして、エクソンモービル社（東京）のスタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合（大阪、組合員３３人）は２４日、愛知県労働委員会に不当労働行為の救済の申し立てをした。同労組によれば、事故経過などを明らかにするよう会社側に団体交渉を通じて、３０回以上にわたり要求。当初、会社側は「警察、消防が調査中」などを理由に事故経過の公表を拒否。今年４月の団体交渉からは「事故そのものの扱いは団体交渉事項ではない」と説明を拒否したという。
⑤徳島市水道局事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞1999年12月03日より

　徳島市水道局（原田公次局長）と全水道徳島水道労組（藤原学委員長）が、「企業手当」の支給などが盛り込まれた労働協約の解約通知をめぐって対立している問題で、白紙撤回を求めていた労組側が夜間作業など時間外労働を拒否していることが、二日わかった。市水道局は管理職などの対応で業務に支障は出ないと説明している。市水道局と労組は時間外の勤務について、毎月労働基準法に基づいて条件を決めてきた。しかし、労組は十月中旬に通知を受けた労働協約の解約方針が撤回されないため、十二月の時間外労働を拒否したという。

